
 

  

よしだ社会保険労務士事務所 

はじめに 

2025年6月に改正年金法が成立し、パートタイマーな

ど短時間労働者に対する社会保険の適用拡大が盛り込

まれました。短時間労働者の加入条件の一つである「企

業規模要件」が2035年までに段階的に撤廃される方針

です。今まで小規模であることを理由にパートが社会保

険の対象でなかった企業も、段階的に強制適用の対象と

なります。以下、法改正の内容について解説します。 

 

現行の企業規模要件 
現行の法律では、週20時間以上勤務する短時間労働者

が社会保険に加入する企業規模要件は、「従前の基準に

よる社会保険加入対象者（原則として週30時間以上働

く従業員数）が51人以上」とされています。 

 

段階的な撤廃スケジュール 
厚労省・日本年金機構の通知では、次のスケジュールで

短時間労働者に対する社保適用対象企業の規模要件が

縮小・撤廃されることになりました。 

 

 従業員数規模 施行時期 

１ 51人以上 2024年10月 

２ 36人以上 2027年10月 

３ 21人以上 2029年10月 

４ 11人以上 2032年10月 

５ 1人以上 2035年10月 

 

直近では 2027年 10月から従業員規模 36人以上の企

業が新たに対象となります。該当する企業に勤めるパー

トタイマーが社会保険への加入を希望しない場合は、勤

務時間を週20時間未満に抑える必要が出てきます。 

 

今後は上記のスケジュールに合わせて、パートタイマー

の働き方の全体的な見直しが必要になることが予想さ

れます。 

業種による対象外の段階的廃止 
現在、個人事業のうち常時５人以上の者を使用する法定

17 業種（※）以外の事業所は、社会保険の強制適用対

象から外れています。 

 

しかし今回の改正により、2029年10月から常時５人

以上の者を使用する個人事業は全業種が社会保険の強

制適用対象となります（ただし、2029 年 10 月の施行

時点で既に存在している事業所は当分の間対象外です）。 

 

【※ 法定17業種】 

①物の製造、②土木・建設、③鉱物採掘、④電気、⑤運送、

⑥貨物積卸、⑦焼却・清掃、⑧物の販売、⑨金融・保険、

⑩保管・賃貸、⑪媒介周旋、⑫集金、⑬教育・研究、⑭医

療、⑮通信・報道、⑯社会福祉、⑰弁護士・税理士・社会

保険労務士等の法律・会計事務を取り扱う士業 

 

最低賃金との関係 
現在、全国加重平均の最低賃金を 1,500 円に引き上げ

るという動きがあります。仮に時給1,500円で週20時

間働くと、年収がおよそ 156 万円となり、社会保険の

現在の扶養の範囲である年収 130 万円を超えることに

なります。 

 

つまり、週 20 時間以上働くパートタイマーの多くは、

今後社会保険の扶養から外れることが予想されます。そ

のための受け皿として企業規模要件を段階的に撤廃し、

ほぼ全ての事業所でパートタイマーを社会保険対象と

する方向が読み取れます。 

 

今後 10 年以内には、「扶養の範囲でパートタイマーと

して働く」選択肢がさらに狭められることが予想できま

す。法改正を踏まえて、今後のパートタイマーの働き方

について早めに検討していきましょう。 

社会保険適用拡大の企業規模要

件等の段階的撤廃について 

2025年6月の改正年金法により、短時間労

働者に対する社会保険の適用拡大の方針が

示されました。今後のパートタイマーの社会

保険について解説します。 


